
別紙１

　　　　法人の負担額に相当する金額を計上している。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

146,625,750 0 0 146,625,750

796,883,060 0 47,244,559 749,638,501

56,160,971 0 6,106,184 50,054,787

1,000,000 0 0 1,000,000

1,000,669,781 0 53,350,743 947,319,038

定期預金（基本）

合　　計

に相当する金額を計上している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当拠点区分において、作成する計算書類は、以下のとおりになっている。                                   

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

（３）各拠点区分におけるサービス区分の内容           

      ア　虹　生活介護

    ⑥ワークランドそら拠点区分

      ア　ワークランドそら　就労継続支援Ｂ型

      イ　ワークランドそら　就労移行支援

      ウ　ワークランドそら　放課後等デイサービス

土地（基本）

４．法人で採用する退職給付制度

      イ　虹　放課後等デイサービス

　和歌山県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち、法人の負担額

      ア　杉の郷　生活介護

      イ　杉の郷　施設入所支援

      ウ　杉の郷　短期入所

      エ　杉の郷　ホームさんさろ

    ③杉の郷えぼし寮拠点区分

（２）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　　 当法人では、公益及び収益事業を実施していないため、公益及び収益事業区分内訳表を作成していない

    ①法人本部拠点区分

      ア　法人本部

    ②杉の郷拠点区分

　　　税込経理によっている。

３．重要な会計方針の変更

該当なし

（３）引当金の計上基準                                                                 

　　　①退職給付引当金

　　　　和歌山県社会福祉協議会の実施する退職共済制度に加入している職員に係る掛金納付額のうち

（２）固定資産の減価償却の方法                                                                      

　　　①建物・建物付属設備・構築物・機械及び装置・車輛運搬具・器具及び備品・ソフトウェア

　　　　平成１９年３月３１日以前に取得したものについては旧定額法、

　　　　平成１９年４月　１日以後に取得したものについては　定額法によっている。                       

                       

計算書類に対する注記（ 法人全体用 ）

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

　　　該当なし

１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

                                        

（４）消費税等の会計処理

建物付属設備（基本）

      ア　杉の郷えぼし寮　生活介護

      イ　杉の郷えぼし寮　施設入所支援

      ウ　杉の郷えぼし寮　短期入所

      エ　杉の郷えぼし寮　ホームしゃくなげ

    ④虹拠点区分

      ウ　虹　日中一時支援

建物（基本）

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は、以下のとおりである。

    ⑤ゆず拠点区分

　　　ア　ゆず　障害児者相談センター

　　　イ　ゆず　在宅リハビリテーション推進強化事業

      エ　虹　学童クラブ

（単位：円）

基本財産の種類



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,599,156,000 849,517,499 749,638,501

98,475,720 48,420,933 50,054,787

1,697,631,720 897,938,432 799,693,288

45,421,000 25,337,107 20,083,893

441,000 408,205 32,795

22,785,175 16,559,849 6,225,326

24,139,908 24,045,190 94,718

79,223,016 68,745,496 10,477,520

160,862,746 134,944,130 25,918,616

696,640 696,640 0

494,930 0 494,930

334,064,415 270,736,617 63,327,798

2,031,696,135 1,168,675,049 863,021,086

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

135,876,529 0 135,876,529

135,876,529 0 135,876,529

帳簿価額 時　　価 評価損益

機械及び装置

9．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産

建物（基本）

小　　計

その他の固定資産

構築物

建物

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

合　　計

車輌運搬具

器具及び備品

ソフトウェア

その他の固定資産

小　　計

合　　計

10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金

１1．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内容並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄

該当なし

　設備資金借入金（一年以内返済予定額を含む）　　　  ５，０００，０００円　　　　　　　　　　　　　　

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８．担保に供している資産

　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　  １０３，２１７，１８３円 
　合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７２，８４０，１８３円　　　　 

　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　６９，６２３，０００円

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

１４．重要な後発事象

該当なし

該当なし

建物付属設備（基本）

建物付属設備

担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 

担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   


